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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 8,189 14.0 △134 ― △85 ― △51 ―
22年3月期第2四半期 7,185 △35.0 △454 ― △419 ― △252 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △4.03 ―
22年3月期第2四半期 △19.78 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 14,433 8,796 60.9 688.49
22年3月期 14,745 8,989 61.0 703.62

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  8,796百万円 22年3月期  8,989百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 10.00 10.00
23年3月期 ― ―
23年3月期 

（予想）
― 10.00 10.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 25,200 31.4 450 101.3 500 73.2 290 101.6 22.70
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(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは完了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成22年５月14日に公表致しました連結業績予想から、修正しておりません。 
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の情報に基づいてお
り、実際の業績等は今後様々な要因により大きく変わる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ３「２．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 12,780,000株 22年3月期  12,780,000株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  3,260株 22年3月期  3,260株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 12,776,740株 22年3月期2Q 12,776,740株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善を背景とした輸出の増加や政府の各種経済

対策の効果などにより緩やかに回復しつつあるものの、長引く雇用・所得環境の低迷に加え、急速に円高が進行

するなど、景気は先行き不透明な状況となっております。 

建設業界におきましては、製造業を中心に企業収益が改善するなかで民間設備投資は持ち直しに転じつつある

ものの、企業の設備過剰感などから本格的な回復には至らず、また、公共投資の継続した予算縮減もあり低調に

推移しております。 

このような環境のもと、当第２四半期連結累計期間における当企業集団の売上高は 8,189百万円（前年同四半

期比 14.0％増）となりました。 

これに伴い、営業損失は 134百万円（前年同四半期 営業損失 454百万円）となり、経常損失は 85百万円（前

年同四半期 経常損失 419百万円）となりました。 

また、四半期純損益につきましては、前年同四半期から201百万円利益増加の、四半期純損失 51百万円（前年

同四半期純損失 252百万円）となりました。 

セグメントの業績は次のとおりです。 

・エンジニアリング事業 

非鉄金属関連分野及び金属加工関連分野の売上高が増加したことなどにより、売上高は 6,564百万円（前

年同四半期比 17.3％増）となりました。 

セグメント損益は、セグメント利益 179百万円（前年同四半期 セグメント損失 76百万円）となりまし

た。 

・パイプ事業 

公共工事は対前年同四半期と比較して減少しましたが、それを上回る民間工事の売上高増加などにより、

売上高は 1,708百万円（前年同四半期比 6.5％増）となりました。 

セグメント損益は、セグメント利益 18百万円（前年同四半期 セグメント損失 36百万円）となりました。

※当第２四半期との比較のため、参考として前第２四半期を第１四半期連結累計期間より適用しているセグメ

ント区分に組み替えて表示しております。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第２四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末と比較して、預け金が、1,080百万円減少

したことなどにより、311百万円減少の 14,433百万円となりました。 

負債については、支払手形・工事未払金等が 541百万円減少したことなどにより、118百万円減少の 5,637

百万円となり、また、純資産は 193百万円減少の 8,796百万円となりました。 

この結果、自己資本比率は 60.9％となりました。 

なお、当第２四半期連結会計期間末において、借入金等の有利子負債はありません。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャ

ッシュ・フローが 528百万円の資金の流出となり、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャ

ッシュ・フローがそれぞれ 2百万円の資金の流出、130百万円の資金の流出となりました。 

これに現金及び現金同等物に係る換算差額 5百万円を加算した結果、資金は 654百万円の減少となり、当第

２四半期連結会計期間末の残高は 3,393百万円となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結累計期間は、未成工事受入金の増加に伴う資金の増加 856百万円が主な資金増加要因

となりました。一方では、未成工事支出金の増加に伴う資金の減少 877百万円、仕入債務の減少に伴う資

金の減少 540百万円などがあり、最終的に営業活動によるキャッシュ・フローは 528百万円の資金の流出

（前年同四半期 資金の流入 1,035百万円）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の流出は 2百万円（前年同四半期比 90.3％支出減）となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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 この主な流出は、有形固定資産取得による支出 13百万円であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の流出は 130百万円（前年同四半期比 45.5％支出減）となりました。 

 この主な流出は、配当金の支払 127百万円であります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成22年５月14日に公表致しました連結業績予想から修正は行っておりません。  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理  

(イ)一般債権の貸倒見積額の算定方法 

 貸倒実績等が前連結会計年度末に算定したものと著しく変動していないと考えられるため、前連結会計年

度決算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定する方法によ

っております。 

(ロ)固定資産の減価償却費の算定方法 

 連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により、四半期会計期間の減価償却費を計上する

方法によっております。  

(ハ)退職給付費用の算定方法 

 四半期会計期間に負担させるべき退職給付費用は、期首において算定した退職給付債務に係る当連結会計

年度の退職給付費用を期間按分する方法によっております。 

(ニ)繰延税金資産の回収可能性の判断 

 経営環境に著しい変化がない場合及び一時差異の発生状況について前連結会計年度末から著しい変化が 

ない場合は、前連結会計年度の将来の予測、タックス・プランニングを利用する方法によっております。  

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法によっております。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失は、それぞれ834千円増加し、税金等調整

前四半期純損失は、9,442千円増加しております。  

②表示方法の変更 

 （四半期連結損益計算書）  

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しておりま

す。 

前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「雑支出」に含めておりました「賃貸収入原価」は、営

業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することと致しました。 

なお、前第２四半期連結累計期間の「雑支出」に含まれる「賃貸収入原価」は、912千円であります。  

  

  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,968,355 1,556,609

受取手形・完成工事未収入金等 6,012,699 6,710,934

未成工事支出金 1,571,670 694,491

商品及び製品 138,107 77,401

材料貯蔵品 298,002 223,655

預け金 1,781,089 2,861,818

繰延税金資産 290,647 229,248

その他 161,919 91,340

貸倒引当金 △13,478 △2,321

流動資産合計 12,209,013 12,443,178

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 404,919 420,909

機械・運搬具 2,004,930 1,997,778

工具器具・備品 883,575 902,644

土地 1,099,000 1,099,000

リース資産 19,924 22,176

建設仮勘定 488 －

減価償却累計額 △2,978,482 △2,966,633

有形固定資産計 1,434,356 1,475,875

無形固定資産   

のれん 19,185 31,975

ソフトウエア 51,883 60,120

その他 8,333 8,371

無形固定資産計 79,402 100,466

投資その他の資産   

投資有価証券 75,649 64,437

繰延税金資産 393,936 393,167

その他 249,851 276,538

貸倒引当金 △8,400 △8,400

投資その他の資産計 711,037 725,743

固定資産合計 2,224,796 2,302,084

資産合計 14,433,809 14,745,263
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 2,720,982 3,262,538

未払法人税等 9,574 99,446

未成工事受入金 945,409 431,295

賞与引当金 307,000 308,000

役員賞与引当金 － 16,000

完成工事補償引当金 162,600 149,500

工事損失引当金 13,200 1,500

その他 216,272 299,502

流動負債合計 4,375,037 4,567,781

固定負債   

退職給付引当金 1,166,232 1,086,478

役員退職慰労引当金 64,017 66,827

繰延税金負債 231 227

その他 31,613 34,034

固定負債合計 1,262,095 1,187,567

負債合計 5,637,132 5,755,349

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,085,350 1,085,350

資本剰余金 684,400 684,400

利益剰余金 7,360,835 7,540,040

自己株式 △2,083 △2,083

株主資本合計 9,128,502 9,307,707

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 △2,303 △6,173

為替換算調整勘定 △329,521 △311,620

評価・換算差額等合計 △331,825 △317,793

純資産合計 8,796,676 8,989,913

負債純資産合計 14,433,809 14,745,263
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 6,302,494 7,198,964

兼業事業売上高 883,161 990,551

売上高合計 7,185,655 8,189,515

売上原価   

完成工事原価 5,642,168 6,271,492

兼業事業売上原価 722,370 816,673

売上原価合計 6,364,538 7,088,165

売上総利益   

完成工事総利益 660,325 927,471

兼業事業総利益 160,790 173,877

売上総利益合計 821,116 1,101,349

販売費及び一般管理費 1,275,233 1,235,407

営業損失（△） △454,117 △134,058

営業外収益   

受取利息 26,890 33,937

持分法による投資利益 2,431 12,375

為替差益 6,746 －

雑収入 4,318 6,409

営業外収益合計 40,386 52,721

営業外費用   

支払利息 108 103

手形売却損 4,058 1,677

為替差損 － 233

賃貸収入原価 － 2,069

雑支出 1,391 314

営業外費用合計 5,558 4,398

経常損失（△） △419,288 △85,735

特別利益   

固定資産売却益 － 3,417

貸倒引当金戻入額 904 －

特別利益合計 904 3,417

特別損失   

固定資産除却損 624 11,332

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,608

会員権評価損 － 3,600

特別損失合計 624 23,540

税金等調整前四半期純損失（△） △419,008 △105,858

法人税等 △166,226 △54,420

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △51,437

四半期純損失（△） △252,782 △51,437
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △419,008 △105,858

減価償却費 79,183 58,324

のれん償却額 12,790 12,790

有形固定資産売却損益（△は益） － △3,417

固定資産除却損 624 11,632

保険返戻金 △20 －

会員権評価損 － 3,600

貸倒引当金の増減額（△は減少） △904 11,181

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,000 △1,000

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △12,100 13,100

工事損失引当金の増減額（△は減少） △4,300 11,700

退職給付引当金の増減額（△は減少） 70,649 79,753

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6,562 △2,810

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18,000 △16,000

受取利息及び受取配当金 △26,890 △33,937

支払利息 108 103

為替差損益（△は益） △165 △2,478

持分法による投資損益（△は益） △2,431 △12,375

売上債権の増減額（△は増加） 2,773,788 350,675

未成工事支出金の増減額（△は増加） 152,302 △877,186

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △6,856 △135,053

仕入債務の増減額（△は減少） △1,298,648 △540,859

未成工事受入金の増減額（△は減少） 106,418 856,465

その他の流動資産の増減額（△は増加） △15,484 △70,976

その他の流動負債の増減額（△は減少） △95,334 △86,862

その他の固定資産の増減額（△は増加） － 2,185

その他の固定負債の増減額（△は減少） 5,000 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,608

小計 1,277,156 △468,694

利息及び配当金の受取額 26,947 33,691

利息の支払額 △108 △103

法人税等の支払額 △268,240 △93,646

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,035,755 △528,753

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △25,066 △13,683

有形固定資産の売却による収入 － 3,417

無形固定資産の取得による支出 △1,485 △2,090

会員権の売却による収入 27 －

定期預金の預入による支出 △1,275 △211

投資その他の資産の増減額（△は増加） 6,489 10,501

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,309 △2,065

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △229,477 △127,463

リース債務の返済による支出 △9,212 △2,593

財務活動によるキャッシュ・フロー △238,690 △130,056
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

現金及び現金同等物に係る換算差額 37,843 5,999

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 813,598 △654,876

現金及び現金同等物の期首残高 3,908,200 4,048,304

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,721,798 3,393,428
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該当事項はありません。  

   

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、事業種類の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な事業内容 

３．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間  

 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 会計処理基準に関する事項

の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 

平成19年12月27日）を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて当第２四半期連結累計期間のエンジニアリング事業

の売上高は、169,543千円増加し、営業損失は、6,539千円減少しております。 

 また、パイプ事業の売上高は、225,492千円増加し、営業損失は、19,966千円減少しております。  

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

前第２四半期連結累計期間  

その他の地域  米国、台湾 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
エンジニア
リング事業 
（千円） 

パイプ事業 
（千円） 

兼業事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売

上高 
 4,702,276  1,600,217  883,161  7,185,655  －  7,185,655

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 29,950  4,373  14,061  48,384 (48,384)  －

計  4,732,226  1,604,590  897,222  7,234,039 (48,384)  7,185,655

営業利益又は営業損失（△）  △186,537  △36,187  90,839  △131,885 (322,231)  △454,117

事業区分 事業内容 

エンジニアリング事業 
各種産業設備、施設の総合的計画・設計・建設・運転・保守管理及びコンサルティン

グ等を行うエンジニアリング業 

パイプ事業 
パイプ（複合ポリエチレン管）及び付属品の設計・製造・販売並びに同パイプを使用

した工事に関する設計・管理・施工及び技術指導を行うパイプ事業 

兼業事業 各種産業プラントの部品、鉛遮音・遮蔽材の販売 

  日本（千円）
マレーシア 
（千円） 

その他の地域
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上

高 
 6,098,303  987,754  99,597  7,185,655  －  7,185,655

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 14,668  94  278  15,041 (15,041)  －

計  6,112,972  987,848  99,875  7,200,696 (15,041)  7,185,655

営業利益又は営業損失（△）  △167,552  29,071  6,595  △131,885 (322,231)  △454,117
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３．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間  

四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 会計処理基準に関する

事項の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計

基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて当第２四半期連結累計期間の日本の売上高は、

393,816千円増加し、営業損失は、26,309千円減少しております。 

また、その他の地域の売上高は、1,219千円増加し、営業利益は、197千円増加しております。 

４．表示方法の変更  

前第２四半期連結累計期間  

当第２四半期連結累計期間において、連結売上高に対するマレーシアの売上高の割合が、10％以上

となったため、区分掲記することとしました。 

なお、前第２四半期連結累計期間におけるマレーシアの売上高は 587,518千円、営業利益

は 74,867千円であります。 

  

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……マレーシア、台湾、フィリピン、タイ、インドネシア、中国、韓国、インド、シンガ

ポール、カザフスタン 

(2) その他の地域……オーストラリア、米国、チリ、メキシコ、コンゴ、ザンビア、ペルー、アルメ

ニア、その他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間  

四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 会計処理基準に関する

事項の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計

基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて当第２四半期連結累計期間のアジアの売上高

は、1,219千円増加しております。 

  

  アジア その他の地域 合計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,041,195  568,434  2,609,629

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  7,185,655

Ⅲ 海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
 28.4  7.9  36.3
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〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会、経営会議が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社はエンジニアリング事業部及びパイプ事業部を組織化しており、エンジニアリング事業部は各種産業設備、

施設の総合的計画・設計・建設・運転・保守管理及びコンサルティング、各種商品・製品の販売等を行なうエンジ

ニアリング事業を営んでおり、パイプ事業部はポリエチレンパイプ及びその附属品の設計・製造・販売並びに同パ

イプを使用した工事に関する設計・管理・施工及び技術指導等のパイプ事業を営んでおり、それぞれエンジニアリ

ング事業、パイプ事業と分類して事業活動を展開しておりますので、その２つの事業を報告セグメントとしており

ます。 

また、海外の連結子会社及び非連結子会社の主業務は各種産業設備の設計・製作等でありますので、エンジニア

リング事業に含めております。  

各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類は次のとおりであります。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）  

（注）全社費用の主なものは、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。 

  

該当事項はありません。   

報告セグメント 主要な取扱設備、施設、商品・製品 

エンジニアリング事業 

鉱山、製錬、金属加工、窯業、建材、電力、石油、ガス、一般化学、電気、計装

設備、情報、通信、工場自動化・省力化、環境保全等の設備・施設、 

各種産業プラントの部品、鉛遮音・遮蔽材の販売  

パイプ事業 
上下水道、温泉給湯、海底送水、海洋深層水取水、農業用水、地域冷暖房、余熱

利用等施設、トンネル非常用設備等施設 

  （単位：千円）

  エンジニアリング事業 パイプ事業  合計  

売上高       

外部顧客への売上高 6,516,006  1,673,508 8,189,515

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
48,095  34,901 82,997

計 6,564,102  1,708,410 8,272,512

セグメント利益 179,393  18,000 197,394

  （単位：千円）  

利益 金額   

報告セグメント計 197,394

全社費用（注） △283,130

四半期連結損益計算書の経常損失（△） △85,735

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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生産、受注及び販売の状況 

(1)生産実績  

 当企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

  

(2)受注実績 

 当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)売上実績 

 当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

※当第２四半期との比較のため、参考として前第２四半期を第１四半期連結累計期間より適用しているセグメント区

分に組み替えて表示しております。 

  

４．補足情報

セグメントの名称 受注高（千円） 
前年同四半期比

（％） 
受注残高（千円） 

前年同四半期比
（％） 

エンジニアリング事業  5,679,216  147.6  6,813,785  71.1 

パイプ事業  2,288,649  123.1  2,094,172  127.9 

セグメント間の内部売上高又は振替高  △262,260 －  △262,598 － 

合計  7,705,605  136.2  8,645,358  77.4 

セグメントの名称 売上高（千円） 前年同四半期比（％） 

エンジニアリング事業  6,564,102  117.3 

パイプ事業  1,708,410  106.5 

セグメント間の内部売上高又は振替高  △82,997 － 

合計  8,189,515  114.0 
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